
はじめに

　学校教師の多忙が指摘されるようになって久

しい。仕事にたいする負担感や体調不良の訴

え，精神性疾患による休職者数の増加といった

現象と多忙との関係が取り上げられるだけでな

く，推進される教育改革，学校にたいする不信

や批判のなかで教師の多忙が語られることも多

くなっている。本稿は主に勤務時間を対象にし

て，恒常的な長時間勤務に象徴される教師の多

忙の実態を考察することを目的としている。

　教師の勤務時間を考察する上での視角は次の
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とおりである。教育実践のもつ特殊な内容が教

師の働き方を本質的には規定する１）。しかし他

方で教師がどのような働き方をするのかは，教

師の教育活動の継続を前提に展開される教育政

策に規定されている。教育という営みのもつ特

殊性，つまり教授や学習に固有の論理と長時間

勤務の発生とはひとまず区別される。したがっ

て，日本の学校教育の特徴を把握するために

は，どのような働き方が要請されるなかで教師

が教育活動を実践しているのかにアプローチす

る必要がある。

　第１章では，勤務時間にかかわる教育改革の

現状を整理した上で，長時間勤務の発生要因を

考察した先行研究を概括する。とりわけ新学習

指導要領の実施にともなう総授業時数の増加と＊立命館大学大学院研究科博士後期課程
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　本稿は，公立中学校教諭の勤務実態に焦点をあてながら，教育活動の内容と諸活動の所要時間，勤
務時間中の諸活動の配置と時間配分を精査することによって，教育活動と勤務時間の関係を明らかに
することを課題とする。そのために，超過勤務の発生という事態に着目し，勤務時間の長さを指摘す
るだけでなく，どのような内容の教育活動が行われているのか勤務時間の構成を明らかにする視点か
ら教師の多忙を考察し，恒常的な長時間勤務の是正の必要性を提起する。改訂学習指導要領によって
総授業時数が増加する一方で，教師の勤務時間管理は，学校教育法制に依拠することで時間外勤務の
発生を想定し，超過勤務を抑制する条件を欠く状況にある。学校を取り巻く環境の変化や子どもの教
育課題の変容をうけて，従来とは異なった子どもとの向き合い方や教育実践のあり方を模索するとす
れば，しかも，それを教師１人あたりの勤務時間を短縮する方向で追求するならば，学校現場の実態
に即した議論の展開が不可欠である。
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勤務時間管理の方法模索という政策展開をふま

えて，「教師が子どもと向き合う時間」が何を

意味し，教職に適合的な時間管理とはどのよう

なものか検討する必要があることを確認する。

第２章では，本稿の扱う学校教師の勤務データ

とその集計方法を説明し，第３章において教育

活動と勤務時間の詳細を明らかにする。以上の

ように勤務時間に焦点をあてながら，「教職の

特殊性」の一側面である勤務態様の諸特徴を考

察することを通じて，教育活動がどのように構

成され長時間勤務が構造化されるのかを示唆し

たい。

１　恒常的な長時間勤務の発生要因

１「子どもと向き合う時間」と授業時数

　中央教育審議会は２００６年の「審議経過報告」

において，国語力や理数教育等の充実と合わせ

て授業時数を見直す必要を提起した。２００８年の

同審議会答申「幼稚園，小学校，中学校，高等

学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善

について」において，「授業研究といった教師

の工夫と相まって教育の質の向上を図っていく

ためには，何よりも，まず，教師が一人一人の

子どもたちと向き合い，指導を行うための時間

を確保することが重要である」と述べられてい

るように，学習指導要領の改訂にあたっては，

教育の質を向上させる目的にたいして授業時数

を増加することが課題となった。そこで謳われ

たのが「教師が子どもと向き合う時間の確保」

である。答申自らが「授業時間と学力水準との

間の因果関係は必ずしも明らかではない」と付

言するように，教育の質の向上が授業の時間量

によってのみ達成されるものではないのは言う

までもない。しかしながら，「子どもと向き合
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う時間」の必要性を論拠に総授業時間は伸長す

ることになっている。

　教師にとって子どもと向き合う時間は教育活

動の目的である。子どもと遊ぶ時間や放課後に

子どもを残して個別指導する時間がとれなくな

ったとの大阪教育文化センター（１９９６）による

指摘は，授業時間の不足を示唆するものではな

いが，子どもと向き合う時間の不足をもたらす

勤務の多忙化を問題提起している。教師のメン

タルヘルスに関する文部科学省委託調査では，

「児童生徒の話や訴えを十分に聴く余裕がない」

（６１.５％）との結果も公表されている（ウェルリ

ンク，２００８）。同調査ではまた，「勤務時間以外

でする仕事が多い」（９０％），「一週間のうちで

休める日がない」（４３.８％）というように，勤務

日と休日における残業量の多さも表明されてい

る。これらの調査結果にみられる教師の多忙感

は，授業を中心とした子どもの指導にかかわる

時間にたいして表明されたものではないことか

ら，指導時間を圧迫するようなそれ以外の業務

における多忙が生じていると推測でき，その結

果，向き合う時間が不足する事態が生じている

ように受け取れる。たしかに「教員意識調査」

の報告書には，教師は「授業」そのものを忙し

いと感じている度合いが少ない一方で，「成績

処理」，「授業準備」，「事務・報告書作成」等の

業務を忙しいと感じているとの指摘がある（リ

クルートマネジメントソリューションズ，

２００７）。しかし，同調査で教師は，負担を解消

するために必要なことについて「１クラスあた

りの子どもの数を減らしたり，教員を増員し担

当する授業時数を減らすなどする」（８０％）と

も回答している。したがって，こうした教師の

多忙感は「子どもと向き合う」時間量ではなく

時間の質の問題を提起していると思われる。



　というのも，教師の勤務実態からすれば子ど

もの指導時間は長い（拙稿，２００９）。２００６年の

「教員勤務実態調査」によると，教諭の勤務日

１日あたりの勤務時間（７月）のうち，子ども

の指導における直接的な業務に６時間２７分，そ

れ以外に４時間２９分を要している（東京大学，

２００７）２）。このような実態にたいして，改訂学習

指導要領は学校教育法施行規則に規定する小・

中学校の総授業時数を増加させ，改訂前にくら

べて１割増の年間教科授業時数を設定する３）。

２００９年度からの学習指導要領の先行実施によ

り，各学校では年間総授業時数を増やす動きが

はじまっている４）。そうしたなか，文部科学省

は「教員勤務実態調査」の結果をふまえ，教師

の長時間勤務が常態化し，指導が余裕のないも

のになっていることを認識するとともに，学習

指導要領の改訂に際して教職員定数の改善を答

申するという対応を図った（中央教育審議会，

２００８a）５）。

　しかし，２００６年に「簡素で効率的な政府を実

現するための行政改革の推進に関する法律」が

施行され，その後の財政健全化方針のなかで児

童生徒数の減少に応じた教職員定数の削減が確

定し，財務省の予算方針において教職員定数は

純減することになっている。２００１年度から策定

実施された第７次公立義務教育諸学校教職員定

数改善計画のもと，教員の自然減にたいしては

加配措置で改善が図られてきたが，２００６年度の

政府予算において定数の実質的改善がなされず

教員定数は自然減に転じることとなった。それ

にたいして文部科学省は２００８年度予算案で

７,１２１人の定数改善要求を提示し，結果２００８年

度の政府予算において１,１９５人の増員を確保し

たが，２００９年度には再び自然減となっている６）。

したがって，今後も定数の実質的な改善が見込
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めなければ，新学習指導要領の全面実施に向け

て長時間勤務はそのままに教師の受け持つ授業

時数は増加していくことになる７）。

２時間外勤務を規制する条件の欠如

　教師の長時間勤務の常態化に関しては，勤務

時間管理の法的枠組そのものが時間外勤務の発

生を抑制するための諸条件を欠いていると指摘

されてきた。１９７１年に制定された「国立及び公

立の義務教育諸学校の教育職員の給与等に関す

る特別措置法」８）（給特法）において，４％の教

職調整額の支給と例外的な時間外勤務が命ぜら

れた場合の措置方法を定め，例外的時間外勤務

を命ずることのできる範囲の基準が明示され

た。すなわち，教師の勤務時間管理の特徴は，

給与に関しては教職調整額を上乗せして支給

し，勤務時間に関しては割振り制度を運用し時

間外勤務内容を４項目に限定することにある。

　労使関係論の立場から中村・岡田（２００１）

は，時間外勤務手当は支給されないにもかかわ

らず，一定程度の時間外勤務が想定されている

点を指摘し，このような問題が発生することに

なる法的枠組の成立が１９４８年の「政府職員の新

給与実施に関する法律」（給与法）の制定施行

に遡るという。給与法は教員の勤務時間を１週

４８時間以上とみなし，地方公務員一般職にくら

べて俸給上の１割程度の有利性を確保した。さ

らに１９４８年２月の文部省告示第１１号，文部次官

通知発学第４６号により，１週４８時間の勤務時間

を学校全体で一律に定めるのではなく，教員

個々人にたいする割振り制度とすることを定

め，１９４９年３月の文部次官通知発学第１６８号に

より，例外的時間外勤務について具体的に５項

目を定めた。この時点で既に教師の勤務時間管

理は，労働基準法（労基法）にもとづく法的枠



組とは異なって制度設計され，後の給特法制定

は，こうした性格を引き継ぎながら俸給上の有

利性を減じさせ，割り振り制度の運用による代

替措置によっても実際の時間外勤務を解消でき

ずにその増加をもたらすことになったと指摘さ

れている。

　さらに，上述の法的枠組のもとで運用される

勤務時間管理の実態は，中村・岡田（２００１）に

よって次のように明らかにされている。限定４

項目に含まれる時間外勤務のうち，修学旅行・

宿泊学習等の事前に予測できる時間外勤務の場

合は，措置される代替時間数に基準がないとは

いえ，割振り制度による代替措置によって運用

されることが多い。しかし，限定４項目に含ま

れながらも職員会議等は事前の予測可能性に関

する基準がないため，限定４項目の拡大解釈を

可能とし，代替措置を講じずに時間外勤務を生

じさせる。さらに，限定４項目に含まれない仕

事は，事前に予測が可能であったとしても代替

措置が講じられない。したがって，割振り制度

の運用によっても対処できない時間外勤務につ

いては，労基法はもちろん給特法によっても処

理できない問題となっているとのことである。

　公立学校教師の勤務時間制度が労基法の原則

からはずれた特異な内容をもつという問題は，

労働法学の立場からも指摘されている。萬井

（２００５）によれば，使用者が業務遂行について

個別具体的に指揮命令を出し，あるいは出し得

ることになっていながら，就労時間の把握・管

理が行われず，時間外労働にたいする割増賃金

も支払わないで済む労働時間制度は存在し得な

いにもかかわらず，教師に限ってはそうしたも

のとして成立している。教師の自発性・創造性

にもとづく「職務の特殊性」と長期学校休業期

間がある等の「勤務態様の特殊性」を理由とし
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て，教師については給特法制定によって特例が

設けられた９）。すなわち，労基法３３条３項の適

用を認め「公務のために必要」のある場合は時

間外勤務を命じ得るとし，また，労基法３７条を

適用除外とすることで時間外手当の支給をなく

す。さらに，「臨時又は緊急」の場合に限って

時間外勤務を命じることのできる業務を４項目

に限定する。しかし，こうした事項に関わる制

約が設けられる一方で時間の長さに上限が設定

されなかったため，無定量の時間外勤務が強い

られる事態を生むことになる。したがって，教

職調整額の支給と引き換えに限定４項目につい

て無定量の勤務を命じ得る，また，限定４項目

以外について無定量の勤務が行われながら超過

勤務手当が一切支払われない事態が生じると指

摘されている。

　ここまでの議論にしたがえば，時間外勤務に

たいする措置を取らずに調整額を確保し，時間

外勤務を抑制する条件を欠く点に教師の勤務時

間管理制度の特質があると理解できる。文部科

学省による給特法の見直し審議においても，

２００６年の教員勤務実態調査の結果をうけて，教

職調整額制度のもとで残業時間が増大してきた

と把握されている１０）。勤務時間管理の法的枠組

とその運用の実態が労基法の原則と異なり，教

師の時間外勤務を規制する仕組が欠如している

という問題は，時間外勤務をどのように取り扱

い，どのように時間制限を設けるかという点で

重要な課題である１１）。

　しかしながら，仮に労基法の原則に合わせて

時間外勤務手当が支給されることになったとし

ても，そのこと自体は教師の勤務の時間量を直

接に削減するものではない。なぜなら，給特法

のもとで仕事量が多ければ超過勤務が不可避な

勤務時間管理の問題が生じていることにたいし



て対策が求められるのは当然のことであるが，

そもそも，なぜ給特法にもとづく法的枠組の範

囲で対処できない長時間勤務が生じるのかは別

途の考察を要する。とりわけ，時間外勤務が生

じる以前の正規の勤務時間における時間管理は

どうなっているのだろうか。

　この点にかかわって，給特法等にもとづく勤

務時間管理の法的枠組と運用上の問題を指摘し

つつ，仕事量増大の要因を勤務形態の特殊性に

求める論者もある。教育行財政学の立場から小

川（１９９８）は，過重労働の要因として「公立義

務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準

に関する法律」（標準法）に定められる学級定

員の上限に達する学級の多さを指摘する。日本

の学校教育では，学級を単位に学習だけでなく

生活指導，学校行事全般を教師が担う体制をと

っている。そのため，教師は生活指導や学校行

事等をこなす上で一定規模の子どもを学級とし

て任され，また授業以外の多くの業務も請け負

うという勤務形態をとっている。そのことを指

して，学級規模は教師の労働条件の基底をなす

ともいわれるとのことである。すなわち，学級

を基盤とした教育指導内容と標準法にもとづく

学級数によって決められる教員定数が日本の教

師の勤務形態における特殊性を構成し，それに

加えて担任授業時数が与えられることにより教

師の実労働時間の伸長と勤務の過密・負担の高

まりが生じる。このような見地にしたがえば，

恒常的な長時間勤務の背景には，教師の仕事が

勤務時間制度にもとづくだけでなく，教育活動

の所要時間を規定する標準法や学習指導要領と

いった制度的な枠組があると仮定できる。

３長時間勤務と「勤務時間管理」

　教師の勤務時間制度の特質とそのもとでの長
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時間勤務の発生という事態にくわえて，授業時

数の増加という改革が進展するなかで，中央教

育審議会においては勤務時間管理の必要性が審

議されている１２）。その内容は，教員の勤務時間

管理について勤務時間内および時間外を通じて

不十分な状況があるとして，管理職による目

視，タイム・ICカード等の活用，教員からの自

己申告等の複数方法の組み合わせによる管理手

法を提案するものとなっている。しかし，ここ

での留意点は，勤務時間管理が欠如しているた

めに教師の時間外勤務が生じてきたのではな

く，時間外勤務が生じているにもかかわらず勤

務時間の把握が行われてこなかったということ

であろう。

　したがって，「勤務時間管理の必要性」とし

てまず求められるのは教師の勤務時間の実態把

握である１３）。教師がどのような勤務状況にある

かは後にみていくこととし，ここでは教師の勤

務時間を把握する際に求められる検討事項を整

理する。

　第１に，給特法のもとで発生している時間外

勤務の時間量と業務内容を検討するためには，

限定４項目に該当する業務における時間外勤務

の発生，限定４項目に該当しない業務の時間外

勤務の発生，時間外勤務にたいする代替措置の

運用状況を確認する必要がある１４）。さらに，規

定の休憩時間に及ぶ勤務の継続あるいは休憩未

取得とその時間帯における業務内容を確認する

必要がある。このような事項は，時間外勤務の

実態を明らかにするために検討されなければな

らない。しかし第２に，時間外勤務の発生は，

正規の勤務時間に行われる仕事とは異なる仕事

が新たに負荷されることによるとは限らないの

であるから，正規の勤務時間のうちに収まらな

いで勤務時間外に持ち越される仕事があるとす



れば，そのプロセスを検討する必要がある。そ

のためには，教師の「本務」とされている授業

の時間量と勤務時間全体に占める割合を把握す

るとともに，授業と他の教育諸活動との関係を

考察することが求められる。第３に，勤務時間

中における子どもにかかわる指導時間と業務内

容を確認する必要がある。とりわけ，「子ども

と向き合う時間」の内容を把握するために，勤

務時間全体だけでなく，正規の勤務時間や時間

外勤務において子どもにかかわる指導がどのよ

うに構成されているのか考察することが必要と

なる。

　その上で，学校教師の勤務にたいしてどのよ

うな時間管理と処遇が適合的かはいまだ合意の

得られていない課題である。教師１人あたりの

指導時間の長さが長時間勤務の要因となってい

ることを明らかにしようとする本稿の課題は，

教師にたいする勤務時間管理に求められる独自

の視点と手法の必要性を提起し，また，受け持

ち授業時数の削減と次期教職員定数改善計画の

必要性を根拠づけるという意味をもっている。

２　勤務実態記録の特徴と集計方法

１中学校教諭の記録

　本稿が集計するのは，京都市教職員組合が

２００２年に行った「教職員超過勤務実態調査」に

おける回収調査票の一部である１５）。調査票は，

属性に関する基本情報の回答項目と１週間の活

動内容を書き込むワークシートからなってい

る。拙稿（２００９）において小学校学級担任２０名

の勤務時間と教育活動を集計・分析したが，本

稿では中学校教諭１２名を対象とする１６）。

　内訳は，性別は男性，年代は２０代が３名，４０

代が６名，５０代が３名となっている。学級担任
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は７名で，受け持つ学級の規模は３１人から４０人

である。受持ち時間数は１６コマから２６コマと回

答されており，校務分掌の担当数も異なってい

る。部活指導については質問項目が設けられて

いなかったが，記録内容から部活動顧問は９名

と判別した１７）。調査回答期間は，２００２年１０月２８

日から１１月６日の間の連続１週間である。

　回収調査票のワークシートにおける記録の特

徴は，対象者が自身の活動について自筆記入し

ていることにある１８）。その点で，それぞれの教

師の仕事の実態に即した克明な記録として貴重

なものになっているが，記録された内容がその

ままに現場実践の実態であるとはいえない面も

ある。調査の実施の際には記入の範例が示され

た。回答は，それに倣いながら行われたと思わ

れる。とはいえ範例は一般的なものであり，そ

れぞれの教師の１週間に生じる特殊性や具体性

は実態を反映して記入されることになった。し

かし諸活動の特殊性や具体性も，その詳細が逐

一記録されたとは限らない。記録事項は，教師

が自らの活動や行為を概括したものであり，ま

た，そのように概括された活動は学校のなかや

教師の間ではひとくくりにするのが日常の常識

的な観念になっていると考えられる。

２教育活動と勤務時間の集計方法

　集計方法を考案した上で調査が実施されたわ

けでは必ずしもなく，調査実施者による結果の

公表は部分的なものとなっている。次章に述べ

る結果と考察は，筆者による独自の集計にもと

づいている。１週間分の活動が記録された複数

のワークシートについて，それらの記録のもつ

意味や，どのような集計方法であれば記録をデ

ータ化して公表できるのかを探索しながら集計

をまとめていった。



　まず，勤務時間について次のような枠組を設

定した。すなわち労基法にもとづく８時間を基

準勤務時間とし，合間に４５分間の規定休憩時間

をはさむものとする１９）。具体的には，朝の打ち

合わせ・職員朝会のはじまる時刻を出勤時刻と

し，それから８時間４５分後を退勤時刻とする。

同一サンプルにおいて開始時刻が変動する場合

は，最も早く開始した日の時刻を規定の出勤時

刻とする。規定の休憩時間については，昼食指

導や昼の校内巡視等の開始時刻から４５分間とす

る。これらの時刻は，表１のとおりサンプルご

とに確定している。

　時間項目については，勤務時間規定を原則的
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な枠組として表２にあるようにそれぞれの時間

帯を分類し，基準勤務時間以外の勤務時間をす

べて超過勤務と把握する。超過勤務の構成は，

出勤時刻前に行われた超過勤務を早出残業，退

勤時刻後に行われた超過勤務のうち在校中のも

のを居残り残業，退勤後の自宅等で行われたも

のを持ち帰り残業とし，また，既定休憩時間中

に休憩を取らずに仕事をした時間も超過勤務と

する２０）。休日の出勤と持ち帰りも，残業の発生

とみなして超過勤務に繰り入れる。

　教育活動については，小学校学級担任の集計

と同様の分類枠組を用い，表３のように，教師

の諸活動を２１項目に振り分けた。

表１　１２名の勤務と休憩の時刻

規定休憩時間規定勤務時間

終了時刻開始時刻退勤時刻出勤時刻

１３：１５１２：３０１７：０５８：２０A

１３：１５１２：３０１７：００８：１５B

１３：１５１２：３０１７：０５８：２０C

１３：１５１２：３０１７：０５８：２０D

１３：００１２：１５１６：５５８：１０E

１２：５５１２：１０１７：１０８：２５F

１３：１５１２：３０１７：０５８：２０G

１２：５５１２：１０１６：５５８：１０H

１３：００１２：１５１６：４５８：００I

１２：５５１２：１０１６：５５８：１０J

１３：２０１２：３５１６：４５８：００K

１３：１５１２：３０１７：１０８：２５L

表２　時間帯の分類

教育活動の行われた時間勤務時間

勤務日における規定の休憩時間を除いた８時間を基準とする勤務時間基準勤務

基準勤務時間を超えて教育活動の行われた時間超過勤務

勤務日

規定の休憩時間中に教育活動の行われた時間休憩中の超過勤務

規定の出勤時刻の以前に出勤して教育活動の行われた時間早出残業

規定の退勤時刻の以降に退勤せずに教育活動の行われた時間居残り残業

出勤前あるいは退勤後に主に自宅にて教育活動の行われた時間持ち帰り残業

休日

出勤して教育活動の行われた時間出勤残業

主に自宅にて教育活動の行われた時間持ち帰り残業

勤務日の在校中に休憩・休息が取得された時間休憩時間
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表
３
　
活
動
分
類
項
目
と
記
入
事
例

休
日

勤
務
日

活
動
分
類

授
業
，
テ
ス
ト
，
１
限
授
業
，
１
限
テ
ス
ト
監
督
，
１
限
授
業
（
道
徳
），
１
校
時
，
１
時
間
目
，
２
限
授
業
，
２
校
時
，
２
時
間
目
，
３
限
授
業
，
３
校
時
，
３
時
間
目
，
４
限
授

業
，
４
校
時
，
４
時
間
目
，
５
限
授
業
，
５
校
時
，
５
時
間
目
，
６
限
授
業
，
６
校
時
，
６
時
間
目
，
６
限
総
合
，
総
合
，
選
択
A
指
導
，
選
択
理
科
，
理
科
選
択
，
２
年
選
択
理
科
，

テ
ス
ト
返
し
，
授
業
学
活
，
総
合
と
い
う
名
の
学
活
の
た
め
ク
ラ
ス
へ
，
代
講

授
業

１
子
ど
も
集
団
指
導

直
接
学
習
指
導

学 習 指 導

学 校 教 育 活 動

教 師 の 諸 活 動

生
徒
と
の
学
習

補
習
，
昼
休
み
補
習
，
学
習
指
導
（
教
担
待
ち
の
生
徒
），
学
習
指
導
※
放
課
後

補
習

２
子
ど
も
個
別
指
導

１
限
教
科
会
，
教
科
会
，
当
面
の
理
科
実
験
の
打
合
せ
，
総
合
学
習
打
ち
合
わ
せ
，
A
LT
と
の
打
ち
合
わ
せ

会
議

３
教
師
集
団
の
準
備

・
事
後
処
理

間
接
学
習
指
導

教
材
研
究
，
教
材
準
備
，
プ
リ
ン
ト
作
り
，
指
導
案
作
り

授
業
準
備
，
授
業
準
備
（
教
材
研
究
），
準
備
，
テ
ス
ト
作
成
，
再
テ
ス
ト
問
題
づ
く
り
，
教
材
研
究
，
教
材
研
究
（
次
々
週
の
研
究
授
業
週
間
），
明
日
の
準
備
，
理
科
室
実
験
準
備
，

理
科
室
準
備
，
実
験
準
備
，
技
術
室
準
備
，
指
導
案
作
り
，
指
導
案
検
討
，
総
合
の
授
業
準
備
，
補
習
教
材
準
備
，
総
合
と
い
う
名
の
学
活
の
準
備
，
学
活
の
教
材
準
備
，
教
材
作
り
，

教
材
プ
リ
ン
ト
，
プ
リ
ン
ト
づ
く
り
，
プ
リ
ン
ト
作
成
，
３
限
教
材
プ
リ
ン
ト
作
成
，
授
業
プ
リ
ン
ト
印
刷
，
学
習
プ
リ
ン
ト
印
刷
，
プ
リ
ン
ト
印
刷
，
テ
ス
ト
刷
り

準
備

４
教
師
個
別
の
準
備

・
事
後
処
理

レ
ポ
ー
ト
点
検
，
レ
ポ
ー
ト
採
点
，
採
点
，
中
間
テ
ス

ト
の
素
点
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
入
力
，
選
択
（
前
期
）
成

績
つ
け

プ
リ
ン
ト
チ
ェ
ッ
ク
，
採
点
，
テ
ス
ト
採
点
，
テ
ス
ト
の
採
点
（
前
日
の
採
点
の
や
り
の
こ
し
），
中
間
テ
ス
ト
点
数
入
力
，
成
績
つ
け
（
選
択
），
課
題
レ
ポ
ー
ト
採
点
，
レ
ポ
ー
ト

点
検
，
ノ
ー
ト
の
点
検
，
ノ
ー
ト
点
検
４
ク
ラ
ス
分
，
ノ
ー
ト
点
検
と
点
検
印
押
し
，
ノ
ー
ト
の
点
検
と
印
押
し
，
本
日
の
プ
リ
ン
ト
確
認
，
添
削
，
理
科
室
実
習
後
片
づ
け
，
理
科

室
そ
う
じ
，
理
科
室
整
備
片
付
け
，
清
掃
※
夜
間
・
残
業
中
，
あ
と
し
ま
つ

事
後
処
理

５

清
掃
，
清
掃
指
導
，
掃
除
，
掃
除
指
導
，
そ
う
じ
，
そ
う
じ
指
導
，
教
室
そ
う
じ
，
朝
学
活
，
終
学
活
，
終
学
活
及
び
そ
う
じ
，
朝
学
習
，
朝
読
書
，
朝
読
書
指
導
，
昼
食
指
導
，
給

食
，
昼
食
ク
ラ
ス
へ
※
学
級
担
任
，
昼
食
教
室
へ
，
学
年
集
会
，
山
の
家
取
り
組
み
※
学
年
行
事
・
校
外
学
習
，
山
の
家
レ
ク
朝
練
習
指
導
，
山
の
家
に
つ
い
て
議
員
召
集
，
卒
業
生

対
策
指
導
，
学
年
評
議
会
，
班
長
会
議

学
級
生
活

６
子
ど
も
集
団
指
導

直
接
学
級
指
導

学 級 指 導

欠
席
者
連
絡
，
欠
席
連
絡
，
生
徒
連
絡
，
生
徒
を
迎
え
に
行
く
，
生
徒
の
報
告
待
つ
，
教
師
に
牛
乳
を
か
け
た
子
の
指
導
※
学
級
担
任
，
個
別
に
指
導
※
終
学
活
後
，
教
育
相
談
，
教

育
相
談
（
ク
ラ
ブ
顧
問
に
つ
い
て
の
子
ど
も
の
悩
み
を
聞
い
た
。）

個
別
学
級
生
活

７
子
ど
も
個
別
指
導

学
年
会
議
，
学
年
会
，
学
年
会
議
の
打
ち
合
わ
せ
，
学
年
会
進
路
打
ち
合
わ
せ
，
学
年
会
山
の
家
打
ち
合
せ
，
学
年
打
ち
合
せ
，
学
年
打
合
せ

会
議

８
教
師
集
団
の
準
備

・
事
後
処
理

間
接
学
級
指
導

家
庭
訪
問

家
庭
訪
問
，
家
訪
，
保
護
者
と
面
談

保
護
者
対
応

９
教
師
個
別
の
準
備

・
事
後
処
理

学
級
通
信
作
り

教
室
整
備
※
学
級
担
任
，
学
級
通
信
作
成
，
通
信
制
作
，
学
級
通
信
作
り
，
学
級
通
信
の
印
刷
，
学
級
通
信
印
刷
，
教
育
相
談
準
備
，
懇
談
準
備
，
朝
学
習
の
チ
ェ
ッ
ク
，
学
級
日
誌

の
点
検

準
備
後
処
理

１０

立
会
演
説
会
，
立
会
演
説
会
・
投
票
，
選
挙
開
票
，
登
校
指
導
，
校
門
指
導
※
朝
，
校
門
パ
ト
ロ
ー
ル
※
朝
，
門
当
番
※
朝
，
遅
刻
指
導
，
朝
あ
い
さ
つ
運
動
，
パ
ト
ロ
ー
ル
※
朝
・

生
活
指
導
，
パ
ト
ロ
ー
ル
※
授
業
時
間
中
，
４
限
廊
下
パ
ト
ロ
ー
ル
，
ろ
う
下
巡
視
※
授
業
時
間
中
，
校
内
パ
ト
ロ
ー
ル
※
授
業
時
間
中
，
校
門
指
導
※
昼
，
昼
休
み
パ
ト
ロ
ー
ル
，

昼
の
パ
ト
ロ
ー
ル
，
昼
食
パ
ト
，
パ
ト
ロ
ー
ル
※
昼
・
生
活
指
導
部
，
パ
ト
ロ
ー
ル
※
昼
・
生
徒
指
導
部
長
，
下
校
指
導
※
放
課
後
，
指
導
※
放
課
後
，
パ
ト
ロ
ー
ル
※
放
課
後
，
生

徒
指
導
※
放
課
後
・
非
学
級
担
任
，
生
徒
会
本
部
会
，
委
員
会
指
導
※
生
徒
会
，
選
挙
管
理
委
員
会
指
導
※
生
徒
会
本
部
チ
ー
フ
，
パ
ン
販
売
，
環
境
整
備
，
図
書
室
当
番
，
図
書
館

指
導
（
昼
食
），
立
会
演
説
会
の
準
備
（
生
徒
と
）
※
生
担
会
（
中
央
委
員
会
）
主
任
，
登
山
（
駅
集
合
，
出
席
確
認
・
健
康
確
認
，
全
体
集
合
，
移
動
，
登
山
開
始
，
昼
食
，
下
山
，

解
散
），
６
限
全
校
集
会
，
上
映
（
２
F
ホ
ー
ル
）
３
年
文
化
祭
劇
，
ボ
ー
ル
貸
出
し

学
校
生
活

１１

子
ど
も
集
団
指
導

直
接
学
校
生
活
指
導

学 校 生 活 指 導

部
活
，
部
活
指
導
，
部
活
動
指
導
，
部
活
動
軟
式
野
球
，

ク
ラ
ブ
公
式
戦
，
バ
ス
ケ
ッ
ト
ボ
ー
ル
の
試
合
の
応

援
，
卓
球
新
人
戦
引
率

ク
ラ
ブ
朝
練
，
朝
練
ク
ラ
ブ
，
部
活
動
朝
練
習
，
ク
ラ
ブ
指
導
※
放
課
後
，
ク
ラ
ブ
※
放
課
後
，
部
活
動
指
導
※
放
課
後
，
部
活
動
※
放
課
後
，
部
活
※
放
課
後

部
活
動

１２

生
徒
指
導
※
夜
間
・
補
導
主
任
，
指
導
※
夜
間
・
補
導
主
任
，
生
徒
補
導
※
夜
間
・
学
級
担
任

緊
急
避
難

１３
子
ど
も
個
別
指
導

職
朝
，
職
員
会
議
，
打
ち
合
わ
せ
※
朝
，
２
限
生
徒
会
打
合
せ
，
運
営
委
員
会
，
企
画
委
員
会
，
育
成
委
員
会
，
生
指
会
議
，
生
指
打
ち
合
せ
，
会
議
（
委
員
会
指
導
），
研
修
会

会
議

１４
教
師
集
団
の
準
備

・
事
後
処
理

間
接
学
校
生
活
指
導

雑
談
（
職
員
，
卒
業
生
），
雑
談

日
常
交
流

１５

音
楽
室
修
理
（
生
徒
が
い
な
い
為
），
材
料
調
達
，
音
楽

室
整
備
，
図
書
台
帳
整
理
，
図
書
館
教
育
資
料
整
理

空
き
時
間
，
選
管
の
プ
リ
ン
ト
作
り
※
生
徒
会
本
部
チ
ー
フ
，
準
備
※
部
活
朝
練
，
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
ブ
ラ
シ
修
理
※
備
品
，
選
管
の
プ
リ
ン
ト
作
り
※
生
徒
会
本
部
チ
ー
フ
，
テ
レ
ビ

修
理
，
音
楽
室
点
検
※
安
全
，
放
送
準
備
（
生
徒
会
の
政
見
放
送
），
図
書
の
受
け
入
れ
準
備
，
図
書
室
の
整
理
※
図
書
館
教
育
部
，
図
書
購
入
計
画
，
生
徒
会
全
校
放
映
準
備
※
下

校
後
，
後
片
づ
け
※
生
徒
会
，
打
ち
合
わ
せ
準
備
※
学
年
主
任
，
旅
行
業
者
と
の
打
ち
合
わ
せ
※
学
年
主
任
，
学
年
会
レ
ジ
メ
等
準
備
，
分
掌
の
仕
事
※
外
国
人
教
育

校
務
分
掌

１６

教
師
個
別
の
準
備

・
事
後
処
理

大
会
審
判
（
大
会
役
員
），
公
式
戦
審
判
（
出
張
），
公

式
戦
審
判
（
研
修
会
資
料
を
作
る
た
め
），
公
式
戦
観

戦
，
移
動
※
学
校
か
ら
公
式
戦
会
場
へ

出
張
，
出
張
（
３
年
目
研
修
）

校
務
出
張

１７

学
校
に
て
机
上
整
理

事
務
処
理
，
机
上
整
理
，
雑
務
，
資
料
整
理
，
出
張
準
備
，
出
張
科
学
セ
ン
タ
ー
中
総
文
理
科
準
備
，
電
話
番
※
朝
，
電
話
番
※
空
き
コ
マ
中
，
電
話
応
対
※
朝
，
T
E
L
番
※
朝

そ
の
他
の
校
務

１８

人
権
学
習
指
導
案
作
成
※
学
校
行
事

山
の
家
行
事
準
備
，
山
の
家
書
類
作
成
，
山
の
家
準
備
，
上
映
準
備
，
後
片
づ
け
，
チ
ャ
レ
ン
ジ
体
験
準
備
※
学
校
行
事
，
人
権
学
習
資
料
準
備
※
学
校
行
事
，
人
権
学
習
教
材
準
備

行
事
準
備
処
理

１９

空
欄
※
出
勤
直
後
，
空
欄
※
授
業
合
間
・
移
動
，
学
校
※
出
勤
直
後

仕
事
待
機

２０

休
憩
，
休
息
，
休
，
コ
ー
ヒ
ー
を
飲
み
な
が
ら
，
コ
ー
ヒ
ー
を
飲
ん
で
雑
談
，
昼
食
，
空
き
時
間

休
憩
・
休
息

２１
休
憩

勤
務
継
続
上
の

必
要
条
件

注
）
※
は
，
活
動
時
間
帯
・
属
性
等
に
つ
い
て
筆
者
に
よ
る
補
足
。



　なお，学習・学級指導関連の「日常交流」「学

級事務」の項目に該当する記入が中学校教諭１２

名ではみられなかったため，今回の活動項目か

ら除外している。また，欠席児童や受け持ち生

徒にたいする学級担任からの電話連絡等の記入

事例については，小学校学級担任の集計の際に

は保護者・家庭との連絡を取ることがその内容

であると判断して「保護者対応」に分類した

が，中学校の場合は小学校とは異なり，生徒の

様子確認や生徒本人と連絡を取るため行われて

いると推察されたため「学級個別指導」に分類

した。同様に家庭訪問の記入についても担任生

徒に面会するために行われている可能性があっ

たが，その点は記録から断定できなかったので

小学校と同様の「保護者対応」に分類した。

　仕事の合間の空欄について「仕事待機」とみ

なすのは小学校学級担任の集計と同じである

が，教科担任制の中学校の場合は，授業の合間

の休み時間に，教室と職員室の間あるいは教室

から別の教室への移動があったと推定する２１）。

授業以外の部活動の前後に空欄があった際も

「仕事待機」とみなしたが，この場合は移動や

準備，生徒が集合するまでの待ち時間を想定し

た。つまり，空欄についてはある場所から別の

場所への移動時間を主に想定し，移動を含めた

としても休憩を取ることが可能と判断できる場

合は休憩時間に分類した。

　表３では２０項目の学校教育活動を列挙してい

るが，記入事例のうち直接指導の内容は学習指

導と生活指導であり，生徒の学級生活と学校生

活に関わっている。授業や補習といった学習指

導にともなって，教材準備や評価，授業の後片

付け，教科・授業関連の会議等が行われてい

る。授業時間外の学級単位の生活指導にたいし

ては，学年単位の教師間での会議，保護者との
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やりとり，学級生活上の指導準備・評価等が行

われている。行事・委員会，部活動，巡視等の

学級・学年の枠を超えた生活指導にたいして

も，職員会議や分掌会議，校務分掌・主任等の

業務，研修等が遂行されることによって教育環

境の整備が図られている。

　分類項目の設計にあたっては，教育活動のな

かに中核的なものと周辺的なもの，あるいは本

務と雑務の区別があるとの発想はとっていな

い。記録された活動は，生徒の学習・学級生

活・学校生活の指導とそのための準備・事後処

理に位置づけられるものであり，教育活動を継

続するためには教師にとって欠かせない休憩も

含めて，諸活動が有機的な関係にあると考えて

いる２２）。

３　教師の教育活動と勤務時間

１中学校教諭の１週間

　１２名の勤務状況の概要を述べると，勤務日に

おいて基準勤務時間内に仕事を済ませている教

師はいなかった。規定の休憩時間中に４５分間の

休憩を連日取得することのできた教師もいなか

ったが，学校での勤務時間中に４５分の休憩を取

ることができる日のあった教師は２名いた。規

定の休憩時間中に休憩を全く取れなかったのは

３名だった。在校残業のない教師もいなかった

が，持ち帰りがなかった教師は３名いた。

　休日については，出勤も持ち帰りもなかった

教師は２名で，１０名には何らかの勤務が生じて

いた。そのうち出勤があったのは７名，持ち帰

りがあったのは４名だった。休日に出勤と持ち

帰りの両方の残業があったのは２名，持ち帰り

のみは３名だった。休日の出勤において７名が

部活指導を行ったが，部活動のためだけに休日



出勤をしたのは１名で，６名は他の業務をとも

なっていた。そのうち部活指導と大会参加の出

張のために休日出勤になったのは１名だった。

　以下では，１２名の１週間すなわち８４日間か

ら，有給休暇（記入事例「年休」「特休」）が取

得された日の３日間と行事（記入事例「登山」）

を終日実施した日の１日とを除外した，勤務日

５４日と休日２６日における勤務状況を集計す

る２３）。

①勤務時間と休憩時間

　勤務日の勤務状況について表４を確認する

と，勤務日１日あたりの勤務時間は，平均１１時

間３３分で，規定の勤務時間帯に７時間５０分，超

過勤務時間帯に３時間４２分の勤務が行われてい

る。基準勤務時間を８時間とすると，超過勤務

時間は３時間３３分になる。超過勤務時間帯に行

われた勤務時間の内訳は，規定の休憩時間帯が

３５分，残業時間帯が３時間０７分である。

　勤務日の休憩取得状況を表５から確認する

と，勤務日１日あたりの休憩時間は，平均２２分

である。規定の休憩時間帯における実際の休憩

時間は１０分であり，基準勤務時間帯に９分，残

業時間帯に３分となっている。休憩の取得状況

と勤務時間の過密度との関係をみるために，表
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６に１連続勤務時間を集計している。勤務日の

在校中の１連続勤務時間は平均６時間０８分とな

っているが，仕事の合間に休憩を取った場合は

４時間３９分であるのにたいして，合間に休憩を

取らなかった場合には１１時間１６分となってい

る。なお，昼に設定されている規定の休憩時間

帯に休憩を取得した場合，１連続勤務時間は４

時間２６分であり，昼に休憩を取らずに他の時間

帯に休憩する場合に比べて仕事を継続する時間

が短くなる。したがって，休憩の未取得は複数

の仕事が連続して遂行される時間量を長時間化

させる要因になる。また，休憩を取る場合に

は，昼の規定休憩時間に取得することが勤務の

時間的な過密を避けるためには必要といえる。

　休日の勤務時間を表７から確認すると，休日

１日あたり平均３時間４０分となっている。その

うち，出勤残業は２時間４４分，持ち帰り残業は

５６分である。

　先に勤務状況の全体平均の値を示したが，さ

らに超過勤務が発生した日の平均勤務時間を確

認すると，勤務日については規定の休憩時間帯

が３７分，在校残業時間帯が２時間３２分，持ち帰

り残業が１時間２５分となっている（表４）。す

べての勤務日において基準勤務時間外の勤務が

発生しているが，とりわけ規定の休憩時間帯に

表４　勤務日における時間帯別の勤務時間

（各時間帯に
おける勤務の
発生日数）

発生日平均
勤務時間

（／発生日数）

全体平均
勤務時間

（／５４勤務日）

（５４）１１：３３１１：３３勤務日１日あたりの勤務時間

（５４）７：５０７：５０基準勤務時間帯

（５４）３：４２３：４２超過勤務時間帯

（５１）０：３７０：３５規定の休憩時間帯

（５３）３：１１３：０７残業時間帯

（２４）１：２５０：３７持ち帰り残業時間帯

（５３）２：３２２：２９在校残業時間帯

（２８）０：３５０：１８規定の出勤時刻前の早出残業時間帯

（５２）２：１６２：１１規定の退勤時刻後の居残り残業時間帯



９４％，居残り残業時間帯には９６％の勤務日で超

過勤務が生じている。休日における超過勤務の

発生率は７３％，出勤残業が５０％で発生平均時間

は５時間２８分，持ち帰り残業が３０％で３時間０３

分となっている（表７）。

②　教育諸活動の発生率と所要時間

　勤務日の教育諸活動について，それらの内容

を３分類し全体平均を表８に集計したところ，

勤務日には学習指導に６時間１７分，学校生活指

導に３時間２０分，学級指導に１時間５５分を要し

ている。また，教育諸活動を指導形態別に直接

指導と間接指導に分類して平均を集計した結果

から，直接指導に６時間３７分，間接指導に４時
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間５６分を要していることがわかる。直接指導の

内訳は，学習指導が３時間４５分と最も長く，次

に学校生活指導が１時間３６分，学級指導が１時

間１５分となっている。間接指導に関しても，所

要時間の最も長いのは学習指導にかかわる仕事

で２時間３２分，学校生活指導が１時間４３分，学

級指導が３９分となっている。さらに，直接指導

のうち生徒集団にかかわる仕事に５時間５４分，

生徒個別にかかわる仕事に４３分，間接指導のう

ち教師個別ですすめる仕事に４時間１７分，教師

集団ですすめる仕事に３８分を要している。

　休日には，学校生活指導に２時間２４分，学習

指導に１時間１１分，学級指導に４分をかけてい

る。また，間接指導が２時間１５分，直接指導が

表５　勤務日における時間帯別の休憩時間

（各時間帯に
おける休憩の
発生日数）

発生日平均
休憩時間

（／発生日数）

全体平均
休憩時間

（／５４勤務日）

（３８）０：３２０：２２勤務日１日あたりの休憩時間

（１９）０：２６０：０９基準勤務時間帯

（３４）０：２１０：１３超過勤務時間帯

（２５）０：２１０：１０規定の休憩時間帯

（１１）０：１７０：０３残業時間帯（在校）

（５）０：２００：０１規定の出勤時刻前の早出残業時間帯

（６）０：１５０：０１規定の退勤時刻後の居残り残業時間帯

表６　勤務日の在校中における１連続勤務時間
仕事の合間に

休憩しなかった日の
１連続勤務時間

（データの個数：２２
勤務日数：２２）

昼（１２時・１３台）に
休憩した日の
１連続勤務時間

（データの個数：６６
勤務日数：２７）

仕事の合間に休憩した日の
１連続勤務時間

（データの個数：７６
勤務日数：３２）

１連続勤務時間
（データの個数：９８
勤務日数：５４）

１１：１６４：２６４：３９６：０８平均値

１８：００９：３０１３：３５１８：００最大値

９：０００：２００：２００：２０最小値

注）仕事の合間に休憩しなかった日には，出勤直後あるいは退勤直後に休憩した日を含む。

表７　休日における勤務時間

（各時間帯における
勤務の発生日数）

発生日平均
勤務時間

（／発生日数）

全体平均
勤務時間
（／２６休日）

（１９）５：０１３：４０休日１日あたりの勤務時間

（１３）５：２８２：４４出勤残業

（８）３：０３０：５６持ち帰り残業



１時間２５分であった。学校生活指導のうち，直

接指導に１時間２３分，間接指導に１時間を要

し，学習指導では間接指導に１時間１０分，直接

指導に１分，学級指導では間接指導に４分を要

している。さらに，休日の直接指導のうち生徒

集団に１時間２３分，生徒個別に１分，間接指導

のうち教師個別に２時間１５分をかけている。

　教育諸活動の発生日数をみると，勤務日には

直接指導と間接指導が毎日必ず行われているこ

とから，教諭の勤務日１日あたりの勤務時間は

直接指導と間接指導の組み合わせによって構成

されるといえる２４）。さらに，直接指導における

学習指導は１００％，学級指導は８９％，学校生活

指導は８０％の発生率であることから，勤務日に

は学習指導を中心に，学級集団はもちろん学校

集団を単位とした指導も行われる。また，生徒

集団指導は１００％，生徒個別指導は５２％で，生

徒集団を指導対象の中心に据えながら個別指導

も行われる。勤務日の間接指導における学習は

９６％，学校生活も９６％，学級は４８％である。学
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習と学校生活にかかわる間接的な仕事がたいて

いの勤務日に行われているのにたいして，学級

にかかわる間接指導の発生率は低いとはいえ，

直接指導の実現にはそれぞれの活動における準

備・処理の仕事がともなう。間接指導の遂行形

態は，教師が個別で行うものが９８％，集団が

８９％の勤務日で発生している。

　休日における超過勤務については，間接指導

が６２％，直接指導が３８％の発生率である。間接

指導における教師が個別で遂行する学習準備・

処理が３８％，直接指導における生徒集団にたい

するもののうち学校生活指導が３８％の割合で休

日に発生している。それにたいして，直接指導

のうちの学級指導と間接指導のうちの教師集団

ですすめる仕事は行われていない。

③各時間帯の教育諸活動の構成と遂行形態

　教育諸活動の所要時間を時間帯別に表９で確

認すると，勤務日の持ち帰り残業時間帯に休

憩，直接指導，間接指導における教師集団の仕

表８　勤務日と休日における指導別の勤務時間
休日勤務日

（各指導の発生
日数）

発生日平均
勤務時間

（／発生日数）

全体平均
勤務時間
（／２６休日）

（各指導の発生
日数）

発生日平均
勤務時間

（／発生日数）

全体平均
勤務時間

（／５４勤務日）
活動内容別

（１１）２：５０１：１１（５４）６：１７６：１７学習指導
（１）０：５００：０１（５４）３：４５３：４５直接指導
（１０）３：０２１：１０（５２）２：３８２：３２間接指導
（３）０：４００：０４（５２）１：５９１：５５学級指導
（０）０：０００：００（４８）１：２５１：１５直接指導
（３）０：４００：０４（２６）１：２２０：３９間接指導
（１５）４：０９２：２４（５４）３：２０３：２０学校生活指導
（１０）３：３７１：２３（４３）２：０１１：３６直接指導
（７）３：４４１：００（５２）１：４７１：４３間接指導

指導形態別
（１０）３：４２１：２５（５４）６：３７６：３７直接指導
（１０）３：３７１：２３（５４）５：５４５：５４生徒集団
（１）０：５００：０１（２８）１：２３０：４３生徒個別
（１６）３：３９２：１５（５４）４：５６４：５６間接指導
（０）０：０００：００（４８）０：４３０：３８教師集団
（１６）３：３９２：１５（５３）４：２２４：１７教師個別



事が発生している記録はなかった。早出残業時

間帯における直接の学習指導に関する記録もな

かったが，この時間帯に当該活動が発生するこ

とも教育課程編成上は想定できない。同時間帯

に教師集団の仕事の記録がなかったのも，当該

時間帯に仕事を設定しない当然の運用配慮があ

ったと考えられる。規定休憩時間帯に学級指導

の準備・処理の記録がなかった理由はわからな

いが，当該時間帯は直接の学級指導と学校生活

指導が中心に行われているので，準備・処理の

なかでも優先順位の高いものが行われたと考え

られる。

　休日の持ち帰り残業においても，直接指導と

教師集団の仕事がないのは勤務日と同様であ

る。出勤残業においても教師集団の仕事は記録
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されていなかった。同時間帯に直接の学級指導

の記録はみられず，休日に出勤残業が生じる傾

向にある活動項目は主に学校生活指導となって

いる２５）。

　時間帯別の勤務時間における教育諸活動の発

生率と発生平均時間の値は表１０，表１１のとおり

である。

　勤務日の基準勤務時間における直接指導と間

接指導の発生はともに１００％であり，当該時間

帯の仕事の構成もふたつの組み合わせによって

いることがわかる。直接指導のうち，学習指導

は基準勤務時間中に必ず発生している。学級指

導は８５％，学校生活指導は７２％であり，学習指

導以外の指導が行われなかった勤務日はない。

また，基準勤務時間のうちに生徒集団を直接に

表９　勤務日における時間帯別の活動時間（全体平均）
超過勤務（再掲）残業（再掲）在校残業（再掲）持ち帰り残業居残り残業早出残業規定休憩基準勤務

３：４２３：０７２：２９０：３７２：１１０：１８０：３５７：５０勤務時間

０：１３（０：０３）０：０３─０：０１０：０１０：１００：０９休憩時間

１：０３０：３４０：３４─０：２４０：１００：２８５：３４直接指導

０：０３０：０００：００─０：００─０：０３３：４１学習指導
０：２３０：０９０：０９─０：０６０：０２０：１３０：５２学級指導
０：３６０：２４０：２４─０：１６０：０７０：１１１：００学校生活指導

０：４９０：２２０：２２─０：１３０：０８０：２７５：０４生徒集団
０：１３０：１２０：１２─０：１００：０１０：０１０：２９生徒個別

２：３９２：３３１：５５０：３７１：４７０：０８０：０６２：１６間接指導

１：４２１：３９１：０４０：３５０：５７０：０６０：０３０：４９学習指導
０：２８０：２８０：２７０：０００：２６０：００─０：１１学級指導
０：２８０：２５０：２３０：０１０：２２０：０００：０２１：１５学校生活指導

０：１００：１００：１０─０：１０─０：０００：２８教師集団
２：２９２：２３１：４５０：３７１：３７０：０８０：０６１：４８教師個別

表１０　勤務日における時間帯別の活動時間（発生平均）

（個数）超過勤務
（再掲）（個数）残業

（再掲）（個数）在校残業
（再掲）（個数）持ち帰り残業（個数）居残り残業（個数）早出残業（個数）規定休憩（個数）基準勤務

（５４）３：４２（５３）３：１１（５３）２：３２（２４）１：２５（５２）２：１６（２８）０：３５（５１）０：３７（５４）７：５０勤務時間
（３４）０：２１（１１）（０：１７）（１１）０：１７（０）─（６）０：１５（５）０：２０（２５）０：２１（１９）０：２６休憩時間
（５４）１：０３（３０）１：０２（３０）１：０２（０）─（２６）０：５０（１８）０：３０（５０）０：３１（５４）５：３４直接指導
（１７）０：１２（３）０：１１（３）０：１１（０）─（３）０：１１（０）─（１５）０：１１（５４）３：４１学習指導
（３１）０：４０（１２）０：４３（１２）０：４３（０）─（９）０：４１（７）０：２０（３０）０：２４（４６）１：０１学級指導
（３７）０：５２（２２）０：５９（２２）０：５９（０）─（２０）０：４５（１１）０：３６（２６）０：２４（３９）１：２３学校生活指導
（５４）０：４９（２５）０：４７（２５）０：４７（０）─（２１）０：３５（１３）０：３３（５０）０：２９（５４）５：０４生徒集団
（１７）０：４３（１４）０：４８（１４）０：４８（０）─（１３）０：４３（５）０：２１（５）０：１２（１８）１：２８生徒個別
（５１）２：４８（５１）２：４２（５１）２：０１（２４）１：２５（４８）２：００（２１）０：２０（２０）０：１７（５４）２：１６間接指導
（４８）１：５５（４７）１：５４（４１）１：２４（２１）１：３０（３８）１：２２（１５）０：２２（１０）０：１８（４３）１：０２学習指導
（２３）１：０６（２３）１：０６（２３）１：０４（２）０：２５（２２）１：０５（２）０：２５（０）─（１４）０：４３学級指導
（２８）０：５４（２２）１：０１（２２）０：５７（２）０：５０（２０）１：００（５）０：１０（１０）０：１６（５２）１：１８学校生活指導
（１０）０：５５（１０）０：５４（１０）０：５４（０）─（１０）０：５４（０）─（１）０：１０（４６）０：３３教師集団
（５１）２：３７（４９）２：３７（４９）１：５５（２４）１：２５（４６）１：５３（２１）０：２０（２０）０：１６（５３）１：５０教師個別



指導する時間も必ずある。このように，日本の

教師は授業以外にもさまざまな指導を担うとい

うことが，対象１２名にも現れている。間接指導

における業務遂行の形態をみると，基準勤務時

間のうちに教師が個別で準備・処理する時間は

９８％，集団は８５％で発生し，当該時間帯の間接

指導も教師集団と教師個別で構成される傾向に

ある。間接指導の内容は学校生活が９６％，学習

が８０％で，たいていの勤務日に発生している。

　勤務日の規定休憩時間帯の勤務は９４％（３７

分）で，たいていの日に発生している。直接指

導は９３％（３１分）であり，生徒集団が９３％（２９

分），間接指導は３７％（１７分）で，そのうち教師

個別が３７％（１６分）となっている。直接指導に

おける学級指導は５６％（２４分），学校生活指導

は４８％（２４分），学習指導は２８％（１１分）であ

る。また，間接指導における学習は１９％（１８

分），学校生活は１９％（１６分）で発生している。

つまり，規定の休憩時間中は生徒の直接指導が

中心になるが，教師個別の準備・処理も行われ

る。休憩時間の取得も規定未満とはいえ４６％

（２６分）で取得されており，昼に休憩が全くと

れない傾向にある小学校の学級担任とは異なっ

た状況がみられる２６）。

　早出残業時間帯における出勤は５２％（３５分）
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の勤務日で発生している。間接指導は３９％（２０

分）で，そのうち教師個別が３９％（２０分），学習

指導の準備・処理が２８％（２２分），直接指導は

３３％（３０分）で，そのうち生徒集団は２４％（３３

分），学校生活指導が２０％（３６分）だったが，直

接の学習指導と間接の教師集団の仕事について

の早出残業は行われていなかった。また，居残

り残業は９６％（２時間１６分）でたいていの勤務

日に発生している。間接指導は８９％（２時間）

で，そのうち教師個別が８５％（１時間５３分），教

師集団が１９％（５４分），学習が７０％（１時間２２

分），学校生活が３７％（１時間）だった。直接指

導は４８％（５０分）で，そのうち生徒集団が３９％

（３５分），生徒個別が２４％（４３分），学校生活指導

が３７％（４５分），学級指導が１７％（４１分），学習

指導が６％（１１分）であった。さらに，勤務日

の持ち帰り残業は４４％（１時間２５分）で発生

し，教師個別の準備・処理が４４％（１時間２５

分）で，学習が３９％（１時間３０分）だった。

　休日の超過勤務時間については，出勤残業が

５０％（５時間２８分）で発生し，直接指導は３８％

（３時間４２分）で，そのうち学校生活が３８％（３

時間２７分）となっている。また教師個別の準

備・処理は６２％（４時間１５分）で，そのうち学

校生活が１９％（４時間２６分），学習が１２％（３時

表１１　休日における時間帯別の勤務時間
発生平均全体平均

（個数）超過勤務（再掲）（個数）持ち帰り残業（個数）出勤残業超過勤務（再掲）持ち帰り残業出勤残業
（１９）５：０１（８）３：０３（１３）５：２８３：４００：５６２：４４勤務時間
（１０）３：４２（０）─（１０）３：４２１：２５─１：２５直接指導
（１）０：５０（０）─（１）０：５００：０１─０：０１学習指導
（０）─（０）─（０）────学級指導
（１０）３：３７（０）─（１０）３：３７１：２３─１：２３学校生活指導
（１０）３：３７（０）─（１０）３：３７１：２３─１：２３生徒集団
（１）０：５０（０）─（１）０：５００：０１─０：０１生徒個別
（１６）３：３９（８）３：０３（８）４：１５２：１５０：５６１：１８間接指導
（１０）３：０２（７）２：５１（３）３：２６１：１００：４６０：２３学習指導
（３）０：４０（１）０：３０（２）０：４５０：０４０：０１０：０３学級指導
（７）３：４４（２）２：００（５）４：２６１：０００：０９０：５１学校生活指導
（０）─（０）─（０）────教師集団
（１６）３：３９（８）３：０３（８）４：１５２：１５０：５６１：１８教師個別



間２６分），学級が８％（４５分）である。持ち帰り

残業については３１％（３時間０３分）で発生し，

教師個別の準備・処理が３１％（３時間０３分）

で，そのうち学習が２７％（２時間５１分）である。

　活動内容の構成と業務遂行の形態，勤務時間

のなかの諸活動の配置と時間配分に関する以上

の集計結果から導き出される勤務の特徴は次の

ようにまとめられる。

　勤務日には，第１に，直接指導については，

基準勤務時間中に学習指導の時間量が多くなる

が，規定休憩時間中は学級・学校生活指導，在

校残業時間中は学校生活指導の時間量が多くな

る。第２に，いずれの時間帯においても，間接

指導は学習指導の発生率がもっとも高く，時間

量では基準勤務中は学校生活指導，早出残業中

は学級指導の準備・処理が多くなるが，そのほ

かの時間帯では学習指導の準備・処理の時間量

が最も多い。第３に，教師集団の仕事は在校時

間中のみに行われ，持ち帰りは教師個別の仕事

になる。教師集団は基準勤務時間中を中心に行

われるが，居残り残業時間中に生じることもあ

る。教師個別は，在校中には基準勤務時間帯と

居残り残業時間帯を中心に行われるが，その他

の時間帯にも発生する。総じて勤務日の総勤務

時間と基準勤務時間における業務の構成には共

通性がみられるが，超過勤務時間の業務構成は

異なる。直接指導の中核を占める学習指導の準

備・処理が間接指導の中核となっており，ま

た，間接指導の中核となる教師個別の準備・処

理はあらゆる時間帯を活用して行われる。

　休日に関しては，第１に，業務構成は勤務日

とは異なり，当然のことながら休日には直接指

導のうちの学級指導と，間接指導のうちの教師

集団での準備処理は行われていない。第２に，

超過勤務は直接指導よりも間接指導の方の発生

教育活動と勤務時間（布川　淑） 31

率が高くなっているが，出勤残業では直接指導

の方が高く，仕事の内容は学校生活指導が主で

ある。出勤残業の間接指導は学校生活指導の時

間量が多いが，休日の超過勤務における間接指

導のうちの時間量は学習指導が最も多く，つぎ

に学校生活指導，そして学級指導が続いてい

る。

　１週間の勤務については，教育活動の時間配

分と配置から次のことが示唆される。直接指導

と間接指導の全体平均時間の比率をみると，勤

務日の基準勤務時間帯の時間配分はおおよそ

５：２になっている。それにたいして，超過勤

務時間帯にはおおよそ２：５と時間配分が反転

する。勤務日１日あたりの総勤務時間をみる

と，おおよそ４：３の時間配分である。休日に

は，出勤残業時間帯の直接指導と間接指導が

１０：９で，持ち帰り残業は間接指導のみが行わ

れ，休日１日あたりの超過勤務時間全体におい

て直接指導と間接指導の時間配分は３：５とな

っている。したがって，１週間の勤務の特徴

は，勤務日の基準勤務時間ではおさまりきらな

い間接指導を同じく勤務日の超過勤務で補い，

そして，休日の超過勤務によっても間接指導を

補う点にみられる。また，そのようにして補填

される間接指導は教師が個別で準備・処理する

形態で遂行される傾向にあるため，あらゆる勤

務時間帯に発生しながら在校残業や持ち帰り残

業となっている。さらに，１週間を勤務日５日

と休日２日と仮定して週間勤務時間を換算する

と，直接指導と間接指導の比率はおおよそ１０：

８の構成となる。活動の内容を学習指導に限っ

てみても，その比率はおおよそ１０：８となるこ

とから，仮に中学校教諭の１授業単位時間分を

削減したとすれば勤務時間は約１時間３０分短縮

する計算になる。



２教育活動と勤務時間の変動

　ここまでに，教師の平均的な１日の仕事と，

そこから推察される１週間の勤務状況をみてき

たが，教師の勤務実態の特徴は，恒常的な超過

勤務の発生だけでなく，日によって，あるいは

教師によって，取り組まれる教育活動の内容と

課題に要する時間量にばらつきが大きい点にあ

る２７）。

①　教育活動の項目別の発生率と所要時間

　表１２から，活動項目別の発生率をみると勤務

日のうちの２０項目で４％から１００％，休日のう

ち１０項目で４％から３８％になっている。発生率

の高いものほど１週間のうちに頻繁に行われて

いる，もしくはたいていの教師が担っている活

動に該当し，発生率の低いものほどその仕事が

連日行われているものではない，もしくはその

仕事をすべての教師が担っているわけではない

ことを示す。
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　勤務日では「１ 授業」「６ 学級生活」「１１学

校生活」といった直接の集団指導において，基

準勤務時間を中心に在校時間中の発生率が高

い。直接指導のうち，発生率の高さで次に続く

集団指導は部活動である。個別指導の項目は発

生率こそ高くはないが，在校残業中にも行われ

ていることから，子どもの学校生活状況や教育

課題の求めに応じた発生になる。間接指導で

は，学習指導の準備・事後処理が頻繁に行われ

るのにたいして，学級・学校生活指導の各項目

は必ずしもそうではない。時間外勤務の限定４

項目，すなわち「生徒の実習」「学校行事」「教

職員会議」「非常災害等」に関しては，「３ 会

議」「８ 会議」「１４会議」「１１学校生活」「１３

緊急避難」が該当項目であり，そのうち「臨時

又は緊急」の場合の業務として特定できるの

は，居残り残業中の夜間に発生した補導のみで

ある（前傾表３参照）。休日には，出勤や持ち

帰りが必ず発生するとはいえないが，残業中に

表１２　活動項目別の発生平均時間
休日勤務日

持ち帰り残業出勤残業持帰り残業
在校残業

規定の休憩基準勤務休日
発生率

勤務日
発生率 居残り残業早出残業

（０）─（０）─（０）─（１）０：２５（０）─（１０）０：１１（５４）３：３２０％１００％授業１学習指導
（０）─（１）０：５０（０）─（２）０：０５（０）─（５）０：１２（６）１：２３４％１７％補習２
（０）─（０）─（０）─（２）０：５５（０）─（０）─（４）０：２７０％１１％会議３
（２）２：３０（１）４：００（１３）１：２９（２９）１：０４（１５）０：２２（７）０：１６（３０）０：５８１２％８５％準備４
（６）２：３０（３）２：０６（１０）１：１４（１９）１：０１（０）─（３）０：２１（２０）０：４１３１％５４％事後処理５
（０）─（０）─（０）─（１）２：０５（２）０：２０（３０）０：２４（４６）０：３７０％８９％学級生活６学級指導
（０）─（０）─（０）─（８）０：３１（５）０：２１（０）─（１３）１：２３０％３５％個別学級生活７
（０）─（０）─（０）─（６）０：４２（０）─（０）─（６）０：４５０％１７％会議８
（０）─（２）０：４５（０）─（１２）１：０７（０）─（０）─（３）０：４８８％２４％保護者対応９
（１）０：３０（０）─（２）０：２５（９）０：４１（２）０：２５（０）─（６）０：３２４％２４％準備処理１０
（０）─（０）─（０）─（９）０：２４（１）０：０５（２６）０：２４（３６）１：０２０％７６％学校生活１１学校生活指導
（０）─（１０）３：３７（０）─（１６）０：２４（１０）０：３９（０）─（１５）１：０７３８％３３％部活動１２
（０）─（０）─（０）─（３）１：４３（０）─（０）─（０）─０％６％緊急避難１３
（０）─（０）─（０）─（２）０：３２（０）─（１）０：１０（４５）０：２５０％８３％会議１４
（０）─（０）─（０）─（２）０：５５（０）─（０）─（０）─０％４％日常交流１５
（１）３：００（２）３：４２（１）０：４０（４）１：１６（１）０：１５（３）０：１６（９）０：４６１２％２０％校務分掌１６
（０）─（３）４：４５（０）─（２）０：３７（０）─（１）０：４５（２）４：００１２％４％校務出張１７
（０）─（１）０：３０（１）１：００（９）０：４３（０）─（０）─（８）０：３３４％２８％その他の校務１８
（１）１：００（０）─（０）─（３）１：２３（０）─（１）０：２０（５）１：０７４％１３％行事準備処理１９
（０）─（０）─（０）─（１）０：１５（４）０：０８（６）０：０５（４１）０：３４０％７６％仕事待機２０
（０）─（０）─（０）─（６）０：１５（５）０：２０（２５）０：２１（１９）０：２６０％７０％休憩・休息２１休憩

注）括弧は個数。



どのような仕事をこなすかにもばらつきがあ

り，活動項目によって時間量も異なっている。

休日の超過勤務の内容を前傾表３の記入事例か

ら確認すると，限定４項目に該当しない活動に

なっている。そのうち，とくに「２ 補習」「１２

部活動」「１７校務出張」に関しては事前予測が

可能であったと推察される。

　ある時間帯の活動と他の時間帯における活動

との関係はどのようなものか。１つには，勤務

日の基準勤務時間に発生した仕事が規定休憩時

間帯にも発生する場合，基準勤務８時間では教

育諸活動がおさまりきらずに業務が持ち越され

るといえる。休憩中超過勤務の内容は「６ 学

級生活」「１１学校生活」の発生率が高く，子ど

もの昼休みの時間帯に生活指導が組み入れられ

ている。２つ目に，勤務日の規定とされる８時

間４５分の勤務時間におさまりきらない仕事が在

校残業と持ち帰り残業に持ち越されて超過勤務

になる。この点も，規定勤務時間中の仕事が在

校残業時間中にも発生し，さらに持ち帰り残業

でも発生していることから確認できる。在校残

業中の勤務は「１３緊急避難」と「１５日常交流」

を除けば直接指導も間接指導もともに基準勤務

時間から持ち越される項目であり，また持ち帰

り残業は，たとえば学習指導の準備・事後処理

に典型なように間接指導のうち教師が単独で行

うことが可能な項目になっている。３つ目に，

休日に仕事が持ち越されることによって超過勤

務が発生する。直接指導の活動項目は勤務日と

休日とにまたがって発生し，間接指導について

も勤務日に発生するにもかかわらず休日にも発

生する項目があることから，勤務日の間に仕事

が終えられない状況が示されている。

　その上で，１日あたりの時間帯別の活動項目

数と発生平均所要時間を参照すると，勤務日に
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ついては，基準勤務時間帯に１８項目の教育活動

で２５分から４時間，規定休憩時間帯に１１項目で

５分から４５分，在校残業時間帯に２０項目で５分

から２時間０５分，持ち帰り残業時間帯に５項目

で２５分から１時間２９分というように，活動別の

所要時間に幅がみられる。休日についても，１０

項目で３０分から４時間４５分というように所要時

間が異なっている。

②　それぞれの教師の勤務時間

　１２名それぞれの勤務時間を表１３，表１４で参照

すると，勤務日１日あたりの総勤務時間は９時

間４２分から１５時間，直接指導時間は５時間０５分

から９時間３０分，間接指導時間は２時間５５分か

ら６時間１０分で，いずれも長短の幅がある。３

分類した活動内容の所要時間においても，また

指導形態で区分してみても，それらの時間量は

教師間の違いが大きい。休日１日あたりの超過

勤務も３５分から８時間２５分となっている。

　教師別にみられる時間量の変動をどのように

考えたらよいだろう。個々の能力差によって時

間差が生じるというのはひとつの仮説である。

そうした面があることを否定はしないが，留意

すべきはこれら教師の時間量の差異が等しく超

過勤務が発生した上に生じている点である。い

まひとつの仮説は，教師間での仕事量の偏在の

可能性である。しかしこの点についても，事態

として確認できるのは取り組む活動内容が一律

同等ではないということである。それにたいし

て仕事の割り振りの工夫が必要なのはもちろん

であるとはいえ，８時間のうちに仕事を済ませ

時間的余裕のある教師が他にあった場合にはじ

めて偏在の解消が可能になるのであるから，偏

在の問題は業務分担上の課題ではあっても長時

間勤務を直接的に是正する手法にはならないと
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表１３　１２名の勤務日１日あたりの勤務時間

LKJIHGFEDCBA

９：４３１０：１４１１：３４１０：３０１０：４２１０：０６１１：０６１２：２３９：４２１３：４２１５：００１２：５８勤務時間

６：２５５：０５５：２９５：５０４：３２７：１２５：５６６：４３６：４７８：２１９：３０７：０２直接指導

２：４０２：４４４：０７３：１５３：１５３：４８３：２１４：３８４：３５４：３４４：５０３：１８学習指導
０：２８０：２５０：２５１：２１０：２８３：１３２：０８２：０５２：０３２：０４１：０６０：０４学級指導
３：１７１：５６０：５７１：１３０：４８０：１００：２７─０：０８１：４３３：３４３：４０学校生活指導

６：２５５：００４：５５５：４６４：３２５：２５５：０９４：１８５：５０７：２５８：３８６：３４生徒集団
─０：０５０：３４０：０３─１：４７０：４７２：２５０：５７０：５６０：５２０：２８生徒個別

３：１８５：０９６：０５４：４０６：１０２：５３５：０９５：４０２：５５５：２０５：３０５：５６間接指導

２：２５１：４６２：２４１：０１４：５７１：５５２：０８３：５６１：４５３：２５２：４０２：１１学習指導
０：１６０：２９０：４２０：３２──１：１７０：１３─０：５２１：４２１：３０学級指導
０：３７２：５３２：５９３：０６１：１２０：５８１：４３１：２９１：１０１：０２１：０８２：１５学校生活指導

０：１１１：２１０：５６０：５５０：３００：１０１：０００：１７０：４２０：３６０：２１０：３８教師集団
３：０７３：４８５：０９３：４５５：４０２：４３４：０８５：２２２：１２４：４４５：０９５：１８教師個別

表１５　１２名の基本情報と１週間の勤務状況
LKJIHGFEDCBA

５０代４０代４０代４０代４０代５０代５０代４０代４０代２０代２０代２０代年齢
既婚既婚既婚既婚未婚既婚既婚既婚既婚未婚未婚既婚結婚
なしなしなしなしなしありありありありありありあり学級担任
─────３１人３９人３４人４０人３５人３４人３５人クラス人数

１８コマ１６コマ２３コマ１８コマ２１コマ２３コマ２１コマ２３コマ１８コマ２６コマ１７コマ２１コマ受け持ち時間数
２１２１３３１２２４１１校務分掌担当数
２１─１─１１１１１─１主任など担当数
②③③④④②③又は④③④④②②疲労回復状態
②②③②②①②②③②①①健康状態

５５５４４４４４４５５５勤務日集計日数
２２２２３（連休）２３（連休）２２２２２休日

１（年休）１（特休）１（年休）１（行事）集計除外

─４５─４１（２）３４（５）１１２─勤務日持ち帰り残業日数

──２──２１２─１──休日

───２３─１─１２２２休日出勤日数

５５４４─１──１１５４校内巡視・パトロールの発生日数

補導１補導２緊急避難発生日数

放課後１放課後４─休日１休日３─休日１─休日１放課後３朝練５朝練５部活動の発生日数
休日２休日１放課後４

休日１

パトロールパトロール─代講─パトロール─教科─パトロール─パトロール直接指導空きコマ中の業務
パトロール

教科会議会議教科会議教科会議教科─教科─会議間接指導
教科教科行事教科行事教科学級出張
行事分掌分掌教科
分掌校務

注）疲労回復状態に関する質問項目は，①疲れを感じない，②疲れを感じるが次の日までに回復している，③疲れが翌日に残る，④休日でも回復せず，いつも疲れて
いる。健康状態に関する質問項目は，①健康である，②健康にやや不安がある，③病気がちで健康とは言えない，④病気加療中。

表１４　１２名の休日１日あたりの勤務時間

LKJIHGFEDCBA

──４：１５４：３５６：４０２：１５２：３３３：０００：３５４：５５８：２５５：５７勤務時間

───０：５２３：１３─１：４３─０：３５３：２５２：１５４：００直接指導

─────────０：２５──学習指導
────────────学級指導
───０：５２３：１３─１：４３─０：３５３：００２：１５４：００学校生活指導

──４：１５３：４２３：２６２：１５０：５０３：００─１：３０６：１０１：５７間接指導

──２：４５─３：２６１：４５０：４０３：００─１：３０──学習指導
──────０：１０───０：４５─学級指導
──１：３０３：４２──────５：２５１：５７学校生活指導



思われる。

　前項に述べた活動項目別の所要時間と発生率

の相違は，教師間で仕事内容と仕事量が一律に

固定されてはいないことを意味している。この

点を業務の遂行過程の違いから確認するため

に，表１５に１２名それぞれの勤務状況を載せてい

る。どの教師も在校残業をこなした上で，持ち

帰り残業と休日出勤の発生日数は異なってい

る。授業の空きコマ中の業務内容は，直接指導

については６名がパトロールを記録している。

登下校時の安全を確保し，かつ子どもを学校生

活に統合する手法として行われていると推察さ

れる校内巡視は，在校時間中の発生日数が教師

によって異なっている。空きコマ中の間接指導

については，教師が個別で行う準備・処理の業

務が行われていることから，各教師が自らの仕

事の進捗について空きコマを活用して時間調

整・管理を行っていると推察される。その他に

会議が入るのは，勤務日のなかで教師集団の業

務が空きコマも活用して設定されていることを

示している。緊急避難の発生は，該当教師が学

級担任と分掌担当者に限定されている。部活動

の発生も顧問に限定されるが，仕事量は異なっ

ており，朝や放課後に部活指導が入る教師もい

れば，休日出勤になる教師もいる。

　教師の教育活動には，すべての教師に発生す

る仕事，あらかじめ分担されて特定の教師が請

け負う仕事，事前の分担は明文化されていなく

とも臨機応変の対処が必要な場面で誰彼かが請

け負う仕事がみられる。それらの教育活動が行

われる頻度は，毎勤務日のものがある一方で，

毎日ではないが一定期間のうちに発生するも

の，また，臨時や不確定に発生するといった違

いがある。教師１人あたりの勤務時間のなか

で，こうした仕事が組み合わされる。しかし，
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勤務全体の遂行過程において諸々の仕事の組み

合わせと手順は，教師によって，日によって異

なる状況が生まれる。したがって勤務時間の変

動は，活動内容によって要する時間量が異なる

上に，それぞれの教師が遂行する活動内容にも

相違があり，仕事量も変動することから生じて

いる。

　さらに，それらの仕事を遂行する時間につい

ては，１日のうちに一定時刻が定められてい

る，いつまでに実施するか一定期限が定められ

ている，また，どの時間帯に何時の期限までに

かが明示されていなくとも，時間の確保と実施

について各教師が自己決定しながら遂行すると

推察される。変則的に生じる仕事についても，

その遂行には即時的な判断と実施が求められ

る。したがって，各教師がどの程度の勤務時間

を確保し，自らの勤務全体のなかで諸々の仕事

をどのように配置し，それぞれをどの程度の時

間配分でこなすかの管理・調整は，最終的には

裁量に任されることになる。

３「教職の特殊性」

　以上，超過勤務の発生という事態に着目し，

長時間勤務のなかで実践されている教育活動の

実態を明らかにする観点から教師の多忙につい

て検討をくわえることを課題としてきた。その

ために勤務時間原則を学校教師に適用し，勤務

日の規定の休憩時間における超過勤務，勤務日

の早出・居残りの在校残業，勤務日の持ち帰り

残業，さらに，休日における出勤残業，同じく

休日の持ち帰り残業を確認することで超過勤務

時間の事実確認を行った。そして，それら超過

勤務の内容について，学校教育を実現するのに

必須の諸活動が実践されていることを明らかに

した。こうした作業は小学校学級担任を対象に



拙稿にてひとたび試みた課題であるが，あらた

に中学校教諭の勤務時間と教育活動の関係を集

計・分析することにより，学校教育を通じて子

どもに実際的にかかわっている教師の勤務実態

をより確たるものとして提示できたと考えてい

る。

　その上で，本稿が考察してきた課題は，小学

校学級担任の勤務実態から示唆された以下の点

にかかわっている。すなわち，超過勤務が発生

する要因は８時間の基準勤務時間内に仕事が終

わらないことにある。この点を検討するため

に，勤務時間中の教育諸活動とそれらの所要時

間について独自の集計方法を用い，子どもと直

接にかかわる時間とその準備・事後処理の時間

を分析した。それにより，直接指導の実現には

間接指導の遂行がともなっていること，規定の

勤務時間帯は直接指導が仕事の中心を占める一

方で，残業時間帯には間接指導の割合が高まる

ことから，直接指導が超過勤務になるとともに

基準勤務時間における直接指導時間が間接指導

時間を圧縮し残業が生じる事態を指摘した。こ

うした知見にもとづいて，教育活動として必須

の直接指導と間接指導に取り組むために超過勤

務がこなされ，したがって，基準勤務時間内で

は済まない仕事量のあることが恒常的な長時間

勤務の発生要因であることを導き出してきた。

　しかしながらここまでに扱ったデータは，個

数やデータ構造において，たとえば教育活動別

の所要時間とそれらを積み上げた総勤務時間と

の関係を把握し長時間勤務の発生要因となり得

る教育活動の内容を析出する，というような分

析にもとづいて８時間では仕事が終わらない事

態を示唆するものではない。むしろ，教育諸活

動の構成を明らかにすることによって勤務の時

間構造がどのようなものであるかを実証するも
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のであった。活動別の時間を集計するなかで導

出した教師の勤務実態の特徴は，おおむね長時

間勤務がこなされることを前提にして，諸々の

活動の所要時間と勤務時間の合計は個々の教師

によって大きく異なる点にある。時間の変動に

内在する傾向や要因は今後に探求しなければな

らないが，こうした勤務時間の変動が示す教職

の特殊性は次のようである。

　第１に，子どもの教育に要する時間が前提さ

れて，それが勤務時間の基底をなす。教師にた

いしては，あらかじめ一定量の定められた勤務

時間がある。最低限の勤務時間量は，総授業時

数，つまり子どもの教科等学習時間・特別活動

時間として与えられている。このような時間枠

組を直接的に規定するのは労働法制ではなく，

標準法と法的拘束力をもつ学習指導要領といっ

た学校教育法制である。さらに，学校で計画・

編成される教育課程にもとづいて学級・学校集

団を単位とした学習指導・生活指導が各学校に

おいて編成され，勤務時間として付与されるこ

とになる。したがって，子どもが学校で学び生

活するカリキュラム上の時間が教師にとっては

直接指導の時間に相当することになり，直接指

導が基準勤務時間のうちの多くを占め，また勤

務時間の中核を占めるようになる。

　第２に，「教師が子どもと向き合う時間」は

子どもにとってみれば教師による直接指導の時

間量であるが，教師にとっては直接指導とそれ

を実現するための間接指導の時間を合算したも

のとなる。間接指導には，在校中に集団組織的

に遂行されるものと，校務分掌として遂行され

るものがある。なかでも教師個別の準備・処理

は，自らの直接指導に直結する準備・処理，分

担された校務，そして分掌等の準備・処理に分

類され，間接的な諸活動が全体として学校教育



の実現を下支えしている２８）。

　第３に，子どもの教育に要する時間は標準な

いしは最低限の時間量が定められているだけ

で，個々の教師にとっては外在的あるいは内在

的な要因によって変動する可能性を常にもって

いる。１つには，教育課程の編成によって授業

時数そのものが増加し得る。学校運営組織のな

かで授業以外の指導が計画されることよって，

指導時間そのものも増加し得る。２つ目に，子

どもの学校生活上に臨時的あるいは突発的な出

来事が生じることにより教師が対応しなければ

ならない仕事が付加し得る。３つ目に，学校教

育の実践過程おいて保護者等学校関係者との間

で対応が必要な仕事が生じ得る。４つ目に，教

育課程や学校計画に則った教育活動を個々の教

師が実現する際に，学校現場や教室において費

やす時間は伸長し得るし，準備・処理に費やす

時間も活動別に伸長し得る。

おわりに

　教師の恒常的な長時間勤務の問題性は，他職

と比較してその長短が問題になるというよりは

むしろ，長時間勤務であっても教師が教育活動

をつづけることに依拠して展開される教育政策

によって教師に特徴的な勤務態様が生み出され

ている点にある。教師の勤務時間が学校教育法

制に規定されるのはそうした事態の一面であ

り，また，これまでに教師が引き受けている教

育諸活動を前提に改訂学習指導要領によって授

業時数が増加するのも同様の事態を示してい

る。教職の特徴として指摘されるところの「無

境界性」や「無定量性」は，教師のかかえる普

遍的な「アポリア」であるとともに教育という

営みの本質的な可能性であるかもしれない。し
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かし，それがどのように現実に現れているかと

いえば，超過勤務を不可避とする勤務時間の構

造的要因を背景にしている。

　長時間勤務をめぐっては，教職は自由裁量に

よっているから時間計測できない，超過勤務は

教師の自主性・自発性によって発生するという

見方がある一方で，厳格な勤務時間管理を行う

必要があるとの主張がある。しかし，教師の仕

事は完全な裁量労働ではないが，裁量に任され

る勤務時間調整を含むのであるから，仕事内容

と時間量を固定的に管理することの困難があ

る２９）。学校を取り巻く環境の変化や子どもの教

育課題の変容をうけて，従来とは異なった子ど

もとの向き合い方や教育実践のあり方を模索す

るとすれば，しかも，それを教師１人あたりの

勤務時間を短縮する方向で追求するならば，学

校現場の教師を主体に据えた議論が不可欠であ

る。

付記
　調査票を提供いただいた京都市教職員組合に心よ
りお礼申し上げる。なお，本稿の集計結果に関する
責任の一切は筆者にある。

注
１） 教師の仕事がもつ固有の性格・諸特徴，教職
にまつわる特有の困難性は稲垣・久冨編
（１９９４），久冨編著（２００８）参照。

２） 子どもにかかわる業務が中学校では勤務時間
の９割を占めているとも指摘されている（東京
大学，２００７）。他方で，財務省は少子化を理由
に教育予算の増額を認めず，教師１人あたりの
年間授業時数は主要先進国の平均よりも少ない
として，１人あたりの担任授業時数を増加すべ
きと主張する（財政制度等審議会，２００８）。

３） 小学校では，国語，社会，算数，理科及び体
育の標準授業時数が増え，標準総授業時数は
２００８年度の５,３６７時間から，２０１１年度の全面実



施時には５,６４５時間へと増加する。中学校では，
国語，社会，数学，理科，外国語及び保健体育
の必修教科の標準授業時数が増え，標準総授業
時数は２００８年度の２,９４０時間から，全面実施の
２０１２年度には３,０４５時間へ増加する。２００２年改
訂の学習指導要領においては，学校週５日制の
完全実施にともなって，総授業時数が小・中学
校の各学年を通じて週２コマ相当の７０単位時間
減少した。さらに，総合的な学習の時間の創設
や中学校における選択教科によって，ほとんど
の必修教科の授業時数は減少したが，平日１日
あたりの授業時数は増加した。移行措置期間の
１年目にあたる２００９年度の先行実施において
は，小学校で算数，理科及び体育の標準授業時
数が増加し，全学年で週１コマ分の総授業時数
が増加するとともに外国語活動がはじまり，算
数と理科で新たな内容が加わっている。中学校
では，数学と理科の標準授業時数が増加すると
ともに，新たな内容が加わっている。

４） ２００９年度から年間総授業時数を増やしている
学年のある学校は小学校で９６.３％，中学校で
２６.６％，また，年間総授業時数を増やすための
取組みとして週当たりの授業時数を増やしてい
る学校は小学校で９１.３％，中学校で１０.１％とな
っている（文部科学省初等中等教育局教育課程
課，２００９）。

５） 「教員が子どもと向き合う時間を確保する」
ための具体的施策については中央教育審議会
（２００８b）参照。

６） 新学習指導要領の先行実施にともなう授業時
数増に対応するため，指導体制の整備を図ると
して文部科学省は非常勤講師の増員配置を要求
し，２００９年度は１万４,０００人が予算計上された。
しかし，第８次の改善計画が未策定のなかで定
数改善は加配に依存してきた経緯により，任用
期間の限定された非正規採用が拡大している。

７） ２００７年１０月時の公立学校教諭の１週間におけ
る平均教科等担任授業時数は小学校で２１.９単位
時間，中学校で１７.２単位時間であった（文部科
学省生涯学習政策局調査企画課編，２００９）。

８） ２００４年，「公立の義務教育諸学校の教育職員
の給与等に関する特別措置法」に一部改正さ
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れ，独立行政法人の国立学校は適用対象外とな
る。

９） 給特法上も労基法３２，３４，３６条などの労働時
間制は原則適用される。

１０） 学校の組織運営の在り方を踏まえた教職調整
額の見直し等に関する作業部会（２００８）「審議
のまとめ」参照。

１１） 給特法制定時に文部省は，１９６６年の勤務状況
調査結果をもとに１週平均の服務時間外勤務時
間数から教職調整額の比率を算定した。具体的
には小学校の週１時間２０分，中学校の週２時間
３０分から１週平均の服務時間外勤務１時間４８分
を求め，この時間数を年間４４週に渡って行った
場合の時間外勤務手当に要する金額が，時間外
勤務手当算定の基礎となる給与にたいして約
４％相当であった。２００８年度教育予算編成時に
文部科学省が行った教職調整額の支給率の見直
し検討においては，１ヶ月平均３４時間の時間外
勤務を１７時間に縮減させることを想定した上
で，１２％の手当比率が試算された。このよう
に，あらかじめ一定程度の時間外勤務が想定さ
れている現行制度について，どのような規制条
件を設けるのが適当かはよく考案されなければ
ならない。

１２） 初等中等教育分科会学校・教職員の在り方及
び教職調整額の見直し等に関する作業部会配布
資料参照。

１３） 教師の長時間勤務に関しては，周知のとおり
既に勤務実態に関する大規模な調査が行われて
いる。２００６年に実施された「教員勤務実態調
査」の後に３度にわたる集計・分析の結果がま
とめられ，教師の仕事に関する勤務時間と業務
内容の実態が可視化された。まずは２００７年に集
計結果が報告され，１日あたりの平均残業・持
ち帰り時間と１人あたりの平均残業・持ち帰り
時間が判明し，業務内容の分析や属性分析，夏
期と通常期の比較が行われた（東京大学，
２００７）。２００７年度の分析によって，勤務の全体
的な状況に関する全体平均時間と行為者平均時
間，行為者率が示され，職階別の勤務時間や残
業時間が判明し，また部活動顧問の勤務時間や
教員の休憩・有給休暇の取得状況，業務別分析



等をふまえて仕事の詳細が示された。（東京大
学，２００８a，２００８b）。２００８年度には，残業時間
の要因分析，業務内容の期間別比較等により，
属性や教員カテゴリー別の業務状況が整理され
た。その上で，ある特定の時間帯に，どの程度
の割合の教師が，ある特定の業務を行っている
のかを示した時間帯別行為者率が示され，平均
的な１日の仕事の姿，小学校・中学校における
業務遂行の一般的な傾向が明らかになった（国
立教育政策研究所，２００９）。

１４） 代替措置については，本稿で後述するような
１週間分の調査結果からは確認することができ
ない。

１５） 調査概要は拙稿（２００９）参照。
１６） 回収調査票数１６のうち，養護教諭３名分と記

入の読み取りができなかった普通学級担任１名
分を除いて集計している。１２名の所属学校数は
６校である。

１７） 中学校教員のうち運動部顧問の男性教諭の勤
務時間が長いと指摘されている（東京大学，
２００８a）。

１８） 教師の勤務実態や仕事を精査するには多様な
調査手法をとり得る。たとえば，勤務時間の構
成と教育活動の内容をあらかじめ設計し，それ
らの項目を回答者が選択する手法がある（東京
大学，２００７）。また，参与観察によって調査者
が直接に対象者の活動・行為，所要時間を丹念
に追記する手法もある（藤田・油布・酒井・秋
葉，１９９５，酒井，１９９８）。

１９） ２００８年の人事院勧告をうけて，京都府条例第
２８号職員の給与等に関する条例第３０条は２００９年
４月より１日あたりの勤務時間を７時間４５分と
定め，京都市条例第１０号京都市教職員の給与等
に関する条例第２６条は１週間あたりの勤務時間
を３８時間４５分と定めているが，本稿では労基法
の定めに則る。

２０） なお，基準勤務を８時間と想定しているが，
在校時間中に休憩時間が４５分以上あった場合，
あるいは基準勤務時間帯に休憩が取得された場
合に，基準勤務時間帯の勤務時間が８時間未満
になることがある。その際に，退勤時刻を休憩
時間分延長して基準勤務時間を計測する等の処
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理は行っていないため，基準勤務時間の平均値
が８時間を下回る可能性がある。また，超過勤
務時間は総勤務時間から８時間を差し引いた値
であるが，本文中に超過勤務時間と記す場合，
超過勤務時間帯の勤務時間を指す。

２１） 休み時間中の中学校教員の移動距離について
は藤原・竹下（２００８）参照。

２２） たとえば授業時間帯において授業の記録があ
る一方で巡視の記録があるように，学習指導と
生活指導とは無関係に独立して行われるとはか
ぎらない。学習指導と学級指導と学校生活指
導，それらの指導と準備・事後処理も相互に関
連づけられている。

２３） 調査週の休日が３日間（連休）のサンプルを
２名分含む。また，午前や午後の一部をつかっ
た行事実施は勤務日集計に含めるが，終日行事
の実施日と有給休暇の取得日を除外すること
で，勤務日に関しては学習指導とその他指導が
行われた平均的な１日の業務遂行の様子を述べ
ていく。

２４） 勤務日の勤務時間全体における教育活動の構
成は，基準勤務時間にも同様に現れており，ま
た，勤務日の活動構成は小学校学級担任におい
ても同様の傾向がみられることから，教諭の職
務の特徴といえる。教師の仕事が職階によって
大きく異なる点は東京大学（２００８b）参照。

２５） 小学校学級担任が持ち帰り残業を特徴として
いるのにたいして，中学校では部活指導が休日
に持ち出される（前傾表３の記入事例参照）。
部活動顧問の勤務実態については西島・矢野・
中澤（２００８）参照。

２６） 小・中学校教師の休憩取得状況については東
京大学（２００８a）参照。

２７） サンプル数の制約と属性捨象により，年齢や
性別，学級担任の有無や部活動顧問の有無，学
校運営組織の編成やそこでの業務分担，学校規
模や学校の立地する地域特性等の教職を特徴づ
けることになる諸事情・要因が教師の仕事量や
勤務時間に与える具体的な影響を本稿で明らか
にすることはできない。

２８） したがって，授業時数増は準備・事後処理の
増加を併発する。間接指導における業務削減や



効率化はそれ自体の活動時間を減らすことを目
的とするが，長時間勤務の是正には，教師１人
あたりの直接指導を削ることを計画するかある
いは教育活動そのもののあり方の再考が必要で
ある。

２９） 教師であっても１日を無定量に働くことはで
きないから，時間規制の必要があることはもち
ろんである。

参考文献
中央教育審議会（２００８a）「幼稚園，小学校，中学校，

高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の
改善について（答申）」。

─（２００８b）「教育振興基本計画について─『教育
立国』の実現に向けて─（答申）」。

藤田英典・油布佐和子・酒井朗・秋葉昌樹（１９９５）
「教師の仕事と教師文化に関するエスノグラフ
ィ的研究─その研究枠組と若干の実証的考察」
『東京大学大学院教育学研究科紀要』第３５巻，
２９-６６頁。

藤原直子・竹下輝和（２００８）「教員の行動特性から
みた中学校職員室に関する考察」『日本建築学
会計画系論文集』７３巻６３２号，２０４１-２０４８頁。

布川淑（２００９）「学校教師の勤務時間─公立小学校
担任受け持ち教諭２０名の１週間─」『立命館大
学産業社会論集』第４５巻第２号，３９-６０頁。

稲垣忠彦・久冨善之編（１９９４）『日本の教師文化』東
京大学出版会。

国立教育政策研究所（２００９）『教員業務の軽減・効
率化に関する調査研究報告書』。

久冨善之編著（２００８）『教師の専門性とアイデンテ
ィティ』勁草書房。

文部科学省初等中等教育局教育課程課（２００９）「平
成２１年度公立小・中学校における教育課程の編
成・実施状況調査の結果について（速報）」。

文部科学省生涯学習政策局調査企画課編（２００９）
『平成１９年度学校教員統計調査報告書』。

中村圭介・岡田真理子（２００１）『教育行政と労使関

立命館産業社会論集（第４５巻第３号）40

係』エイデル研究所。
西島央・矢野博之・中澤篤史（２００８）「中学校部活
動の指導・運営に関する教育社会学的研究─東
京都・静岡県・新潟県の運動部活動顧問教師へ
の質問紙調査をもとに─」『東京大学大学院教
育学研究科紀要』第４７巻，１０１-１３０頁。

小川正人（１９９８）「教師の勤務条件と人事」佐伯胖他
編『教師像の再構築』岩波書店，９３-１１５頁。

大阪教育文化センター（１９９６）『教師の多忙化とバ
ーンアウト』京都・法政出版。

リクルートマネジメントソリューションズ（２００７）
『平成１８年度文部科学省委嘱調査　「教員意識調
査」「保護者意識調査」報告書』。

酒井朗（１９９８）「多忙問題をめぐる教師文化の今日
的様相」志水宏吉・編著『教育のエスノグラフ
ィー　学校現場のいま』嵯峨野書院，２２３-２４８
頁。

東京大学（２００７）『教員勤務実態調査（小・中学校）
報告書』。
─（２００８a）『教員の業務の多様化・複雑化に対応
した業務量計測手法の開発と教職員配置制度の
設計　教員と教員サポート職員による業務の適
切な分担とアウトソーシングの可能性　報告書
（第１分冊）』。
─（２００８b）『教員の業務の多様化・複雑化に対応
した業務量計測手法の開発と教職員配置制度の
設計　教員と教員サポート職員による業務の適
切な分担とアウトソーシングの可能性　報告書
（第２分冊）』。

ウェルリンク（２００８）「文部科学省委託新教育開発
プログラム　メンタルヘルス対策に関する意見
調査」ウェルリンク株式会社報道資料。

萬井隆令（２００５）「公立学校教師と時間外労働─給
与特別措置法の解釈・運用上の問題点─」『龍
谷法学』第３８巻第１号，５３-９１頁。

財政制度等審議会（２００８）「平成２１年度予算編成の
基本的考え方について」。



教育活動と勤務時間（布川　淑） 41

Abstract: The purpose of this paper is to discuss the relationship between teachers’ activities and 

working hours. I examine junior high school teachers’ working conditions and analyze their 

activities, the time required for each activity, the time distribution and the work arrangement. 

Therefore, the intensification of the teachers’ work is considered, paying attention to the situation 

of overtime work, in order to clarify not only the length of working hours but actual activities. The 

necessity for readjustment of constant long working hours is shown. While the total hours of class 

sessions have increased due to revision of government guidelines for teaching, the management of 

working hours based on education laws lacks the conditions to control overtime work as assumed 

previously. In order to create new educational activities that can cope more effectively with the 

change in social environment and the educational issues, and to simultaneously reduce working 

hours per teacher, it is indispensable to advance arguments based on the real situation in schools.

Keywords: public junior high schools in Kyoto, unpaid overtime work, management of working 

hours, characteristic of the teaching profession
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